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ＪＭＡＰ10年が 結果として「見える化」したこと （意図しない「成果」）
短期間にアウトカム・データを出すことを目的とした「開発型ハイエンドモデル」

（＝JMAP方式 ＝熱いパッションの医療者連携）だけでは「均てん化」不可能

⇓
ヘルスケアシステムの正念場（2025‐40）を乗り切るには

（重症化予防を含む）地域包括ケアシステムの均てん化が不可欠

＋ コロナ禍により医療システムへの信頼動揺

＝ 間に合わない

（必ずしも）医療者の行動変容を前提とせずに

短期間で （団塊の世代の後期高齢者入りに間に合う）

均てん化可能な新たなヘルスケアシステムが必要

⇓
医療・介護ＤＸ

JMAP
「開発」から「地域」へ
2022/8/28 サマーセミナー



（社会保障分野における経済・財政⼀体改⾰の強化・推進）
医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸ140を含む技術⾰新を
通じたサービスの効率化・質の向上を図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サ
ービスの認証制度や評価指針による質の⾒える化やイノベーション等を進め、同時にデー
タヘルス改⾰に関する⼯程表にのっとりＰＨＲの推進等改⾰を着実に実⾏する。オンライ
ン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023 年４⽉から導⼊を原則として義務付
けるとともに、導⼊が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利⽤が進むよう、関
連する⽀援等の措置を⾒直す141。2024 年度中を⽬途に保険者による保険証発⾏の選択制
の導⼊を⽬指し、さらにオンライン資格確認の導⼊状況等を踏まえ、保険証の原則廃⽌
142を⽬指す。「全国医療情報プラットフォーム143の創設」、「電⼦カルテ情報の標準化
等144」及び「診療報酬改定ＤＸ」145の取組を⾏政と関係業界146が⼀丸となって進める
とともに、医療情報の利活⽤について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を
本部⻑とし関係閣僚により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。経営実
態の透明化の観点から、医療法⼈・介護サービス事業者の経営状況に関する全国的な電⼦
開⽰システム等を整備する147とともに、処遇改善を進めるに際して費⽤の⾒える化など
の促進策を講ずる。医療・介護サービスの⽣産性向上を図るため、タスク・シフティング
や経営の⼤規模化・協働化を推進する。加えて、医療ＤＸの推進を図るため、オンライン
診療の活⽤を促進するとともに、ＡＩホスピタル148の推進及び実装に向け取り組む。
経済安全保障や医薬品産業ビジョン2021 等の観点も踏まえ、医薬品の品質・安定供給
の確保とともに創薬⼒を強化149し、様々な⼿段を講じて科学技術⼒の向上とイノベー
ションを実現する。がん・難病に係る創薬推進等のため、臨床情報と全ゲノム解析の結果
等150の情報を連携させ搭載する情報基盤を構築し、その利活⽤に係る環境を早急に整備
する。がん専⾨医療⼈材を養成するとともに、「がん対策推進基本計画」151の⾒直し、
新たな治療法を患者に届ける取組を推進する等がん対策を推進する。⼤⿇に関する制度を
⾒直し、⼤⿇由来医薬品の利⽤等に向けた必要な環境整備を進める。熱中症対策に取り組
むとともに、ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡⼤に向けた検討等によるセルフメディケー
ションの推進、ヘルスリテラシーの向上に取り組む。早期発⾒・早期治療のため、疾患に
関する正しい知識の周知啓発を実施し、感染拡⼤によるがん検診受診の実態を踏まえ、引
き続き、受診勧奨に取り組むとともに、政策効果に関する実証事業を着実に実施するなど
リハビリテーションを含め予防・重症化予防・健康づくりを推進する。また、移植医療を
推進する。
良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、2022 年度診療報酬改定により
措置された取組の検証を⾏うとともに、周知・広報の推進とあわせたリフィル処⽅箋の普
及・定着のための仕組みの整備を実現する。バイオシミラーについて、医療費適正化効果
を踏まえた⽬標値を今年度中に設定し、着実に推進する。新型コロナウイルス感染症対応
の経験を踏まえ、コロナ⼊院患者受⼊医療機関等に対する補助の在り⽅について、これま
での診療報酬の特例等152も参考に⾒直す。国保財政健全化の観点から、法定外繰⼊等の
早期解消を促すとともに、普通調整交付⾦の配分の在り⽅について、⽅向性を⽰すべく地
⽅団体等との議論を深める。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022
新しい資本主義へ

〜課題解決を成⻑のエンジンに変え、
持続可能な経済を実現〜
令和４年６⽉７⽇

第４章中⻑期の経済財政運営
１．中⻑期の視点に⽴った持続可能な経済財政運営
２．持続可能な社会保障制度の構築
３．⽣産性を⾼め経済社会を⽀える社会資本整備
４．国と地⽅の新たな役割分担
５．経済社会の活⼒を⽀える教育・研究活動の推進

140 データヘルス、オンライン診療、ＡＩ・ロボット・ＩＣＴの活⽤など、医療・介
護分野におけるデジタルトランスフォーメーションをいう。
141 診療報酬上の加算の取扱いについては、中央社会保険医療協議会において検討。
142 加⼊者から申請があれば保険証は交付される。
143 オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診等
情報に加え、予防接種、電⼦処⽅箋情報、⾃治体検診情報、電⼦カルテ等の医療（介
護を含む）全般にわたる情報について共有・交換できる全国的なプラットフォームを
いう。
144 その他、標準型電⼦カルテの検討や、電⼦カルテデータを、治療の最適化やＡＩ
等の新しい医療技術の開発、創薬のために有効活⽤することが含まれる。
145 デジタル時代に対応した診療報酬やその改定に関する作業を⼤幅に効率化し、シ
ステムエンジニアの有効活⽤や費⽤の低廉化を⽬指すことをいう。これにより、医療
保険制度全体の運営コスト削減につなげることが求められている。
146 医療界、医学界、産業界をいう。
147 その際、補助⾦等について事業収益と分けるなど⾒える化できる内容の充実も検
討。
148 平成30 年度から開始した「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」第
２期（平成30〜令和４年度）においてＡＩホスピタル等の研究開発を推進している。
149 医薬品産業ビジョン2021 では、医薬品産業政策の取組を継続していく観点からＫ
ＰＩの重要性について⾔及しており、創薬⼒の強化等に向け、ＫＰＩを設定し、取組
を進める。
150 10 万ゲノム規模を⽬指した解析結果のほか、マルチ・オミックス（網羅的な⽣体
分⼦についての情報）解析の結果等を含む。
151 平成30 年３⽉９⽇閣議決定。



（社会保障分野における経済・財政⼀体改⾰の強化・推進）
医療・介護費の適正化を進めるとともに、医療・介護分野でのＤＸ140を含む技術⾰新を
通じたサービスの効率化・質の向上を図るため、デジタルヘルスの活性化に向けた関連サ
ービスの認証制度や評価指針による質の⾒える化やイノベーション等を進め、同時にデー
タヘルス改⾰に関する⼯程表にのっとりＰＨＲの推進等改⾰を着実に実⾏する。オンライ
ン資格確認について、保険医療機関・薬局に、2023 年４⽉から導⼊を原則として義務付
けるとともに、導⼊が進み、患者によるマイナンバーカードの保険証利⽤が進むよう、関
連する⽀援等の措置を⾒直す141。2024 年度中を⽬途に保険者による保険証発⾏の選択制
の導⼊を⽬指し、さらにオンライン資格確認の導⼊状況等を踏まえ、保険証の原則廃⽌
142を⽬指す。「全国医療情報プラットフォーム143の創設」、「電⼦カルテ情報の標準化
等144」及び「診療報酬改定ＤＸ」145の取組を⾏政と関係業界146が⼀丸となって進める
とともに、医療情報の利活⽤について法制上の措置等を講ずる。そのため、政府に総理を
本部⻑とし関係閣僚により構成される「医療ＤＸ推進本部（仮称）」を設置する。経営実
態の透明化の観点から、医療法⼈・介護サービス事業者の経営状況に関する全国的な電⼦
開⽰システム等を整備する147とともに、処遇改善を進めるに際して費⽤の⾒える化など
の促進策を講ずる。医療・介護サービスの⽣産性向上を図るため、タスク・シフティング
や経営の⼤規模化・協働化を推進する。加えて、医療ＤＸの推進を図るため、オンライン
診療の活⽤を促進するとともに、ＡＩホスピタル148の推進及び実装に向け取り組む。
経済安全保障や医薬品産業ビジョン2021 等の観点も踏まえ、医薬品の品質・安定供給
の確保とともに創薬⼒を強化149し、様々な⼿段を講じて科学技術⼒の向上とイノベー
ションを実現する。がん・難病に係る創薬推進等のため、臨床情報と全ゲノム解析の結果
等150の情報を連携させ搭載する情報基盤を構築し、その利活⽤に係る環境を早急に整備
する。がん専⾨医療⼈材を養成するとともに、「がん対策推進基本計画」151の⾒直し、
新たな治療法を患者に届ける取組を推進する等がん対策を推進する。⼤⿇に関する制度を
⾒直し、⼤⿇由来医薬品の利⽤等に向けた必要な環境整備を進める。熱中症対策に取り組
むとともに、ＯＴＣ医薬品・ＯＴＣ検査薬の拡⼤に向けた検討等によるセルフメディケー
ションの推進、ヘルスリテラシーの向上に取り組む。早期発⾒・早期治療のため、疾患に
関する正しい知識の周知啓発を実施し、感染拡⼤によるがん検診受診の実態を踏まえ、引
き続き、受診勧奨に取り組むとともに、政策効果に関する実証事業を着実に実施するなど
リハビリテーションを含め予防・重症化予防・健康づくりを推進する。また、移植医療を
推進する。
良質な医療を効率的に提供する体制の整備等の観点から、2022 年度診療報酬改定により
措置された取組の検証を⾏うとともに、周知・広報の推進とあわせたリフィル処⽅箋の普
及・定着のための仕組みの整備を実現する。バイオシミラーについて、医療費適正化効果
を踏まえた⽬標値を今年度中に設定し、着実に推進する。新型コロナウイルス感染症対応
の経験を踏まえ、コロナ⼊院患者受⼊医療機関等に対する補助の在り⽅について、これま
での診療報酬の特例等152も参考に⾒直す。国保財政健全化の観点から、法定外繰⼊等の
早期解消を促すとともに、普通調整交付⾦の配分の在り⽅について、⽅向性を⽰すべく地
⽅団体等との議論を深める。

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2022
新しい資本主義へ

〜課題解決を成⻑のエンジンに変え、
持続可能な経済を実現〜
令和４年６⽉７⽇

第４章中⻑期の経済財政運営
１．中⻑期の視点に⽴った持続可能な経済財政運営
２．持続可能な社会保障制度の構築
３．⽣産性を⾼め経済社会を⽀える社会資本整備
４．国と地⽅の新たな役割分担
５．経済社会の活⼒を⽀える教育・研究活動の推進

140 データヘルス、オンライン診療、ＡＩ・ロボット・ＩＣＴの活⽤など、医療・介
護分野におけるデジタルトランスフォーメーションをいう。
141 診療報酬上の加算の取扱いについては、中央社会保険医療協議会において検討。
142 加⼊者から申請があれば保険証は交付される。
143 オンライン資格確認等システムのネットワークを拡充し、レセプト・特定健診等
情報に加え、予防接種、電⼦処⽅箋情報、⾃治体検診情報、電⼦カルテ等の医療（介
護を含む）全般にわたる情報について共有・交換できる全国的なプラットフォームを
いう。
144 その他、標準型電⼦カルテの検討や、電⼦カルテデータを、治療の最適化やＡＩ
等の新しい医療技術の開発、創薬のために有効活⽤することが含まれる。
145 デジタル時代に対応した診療報酬やその改定に関する作業を⼤幅に効率化し、シ
ステムエンジニアの有効活⽤や費⽤の低廉化を⽬指すことをいう。これにより、医療
保険制度全体の運営コスト削減につなげることが求められている。
146 医療界、医学界、産業界をいう。
147 その際、補助⾦等について事業収益と分けるなど⾒える化できる内容の充実も検
討。
148 平成30 年度から開始した「戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）」第
２期（平成30〜令和４年度）においてＡＩホスピタル等の研究開発を推進している。
149 医薬品産業ビジョン2021 では、医薬品産業政策の取組を継続していく観点からＫ
ＰＩの重要性について⾔及しており、創薬⼒の強化等に向け、ＫＰＩを設定し、取組
を進める。
150 10 万ゲノム規模を⽬指した解析結果のほか、マルチ・オミックス（網羅的な⽣体
分⼦についての情報）解析の結果等を含む。
151 平成30 年３⽉９⽇閣議決定。

「持続可能な社会保障制度」のキーコンセプトが「医療・介護DX」
「医療DX」（先行）と「介護DX」（開発着手）を合体し「医療・介護DX」に（最終的には福祉分野も）



医療・介護ＤＸ ：目的

医療・介護ＤＸ：組織

地域共生社会 ＝ ポスト2025年社会の全体最適（前提：国民皆保険持続 ）

顔の見える関係 ⇒ 連携構築 ⇒
各職能による協議⇒適切な機能提供

（顔が見えなくとも）全データ共有
⇒必要な機能判断（ＡＩ）⇒適切な機能提供

＊経済財政諮問会議（内閣設置法第19条＆経済財政諮問会議令）
議長 内閣総理大臣 議員 内閣官房長官、内閣府特命担当大臣、総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、日本銀行総裁
住友化学株式会社 代表取締役会長、ＢＮＰパリバ証券株式会社副会長、
サントリーホールディングス株式会社 代表取締役社長、 東京大学大学院経済学研究科教授

→＜骨太方針＞ 社会保障 ①医療・介護分野におけるＤＸの推進、②医療費・介護費の適正化や国保財政の健全化
③かかりつけ医機能が発揮される制度整備 ④地域医療構想の実現 ⑤介護分野における給付と負担の見直し

＊全世代型社会保障構築本部＆会議（閣議決定）
本部長：総理 副本部長：全世代型社会保障改革担当大臣
本部員：官房長官、総務大臣、財務大臣、厚労大臣、少子化担当大臣、男女共同参画担当大臣

→政府は2月10日、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の改正案」を閣議決定し、国会に提出。
医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化としてかかりつけ医機能報告制度や医療法人の経営情報報告制度のほか、出産育児
一時金の見直し、保険者協議会設置などが盛り込まれ、改正する法律は医療法、健保法、介護保険法、高齢者医療確保法等々広範囲に

＊医療ＤＸ推進本部（閣議決定）
本部長 内閣総理大臣、 本部長代理 内閣官房長官、厚生労働大臣、デジタル大臣、 本部員 総務大臣、 経済産業大臣

「全国医療情報プラットフォーム」「電子カルテ情報の標準化等」「診療報酬改定DX」

地域包括ケアシステム（地域の専⾨各職が対象者の「情報を共有」し 適切な
「サービスの組み合わせ」を「⼀体的に提供」し「継続評価」する）

⾼齢化の中⼼
は都市部へ

医療・介護DX



・ データ集約 （全医療・介護情報のデジタル化 ⇒保険者に集約 ⇒保険者による解析）

医療・介護ＤＸのキーワード

・ 機能の分化及び連携 必要な機能を組み合わせてシームレスに提供（地域包括ケア）

⇒ ①（顔の見える関係に基づく）各職の協議・連携 （→地域医療連携推進法人へ）

②（顔の見える関係が無くとも）集約されたデータを共通基盤とする(AI 判断による)各職の連携

・ 働き方改革 タスク・シフティング

職種と職能（各職種固有のお仕事）は切り離され 個々の機能に分解

⇒ ①ロボット・AI 代替可能か？ ②他職種代替可能か？ ③オンライン対応可能か？

（もっともロボット（機械）代替可能領域が大きいのが薬剤師 最も小さいのが看護師）

・ かかりつけ医 （国民皆保険＞フリーアクセス＞自由開業・標榜）

地域包括ケアシステムへの医療側の起点（医療版ケアマネージャー）、ソロプラクティスのグループ化

・ 法制化（制度化） 法的に規定されるカテゴリー ＞ 診療報酬で誘導されるカテゴリー

総理大臣主導（官邸主導） による制度化・義務化（基本法） ⇒具体的運用は省令・通知等で

診療報酬誘導（中医協型鼻先人参方式） ⇒アウトカムが出たものに診療報酬を付ける or 包括払いにする

内閣は コロナ禍で対応能力の問題が露呈したヘルスケアシステムを 修復するのではなく
これを機に 少子・超高齢化時代に適合する ＆ 持続可能な社会保障制度の構築・移行を企図

新たなヘルスケアシステムのキーコンセプトが 医療・介護DX

・ 「ポスト2025年」問題 少子・超高齢化問題 限りある医療・介護資源 提供体制の最適化・効率化

団塊世代が全て 75 歳以上となる高齢化問題 「2025年問題」 ＋ その後の「生産年齢人口急減少問題 」

医療・介護DX ： 開発と社会実装を同時進行 95-98-Me-XP(2001)・・・10(2015)～



医療・介護ＤＸ：キーワード ・データ集約 （1月31日 全県のヘルスケア責任者に来年度方針示達）

・集約されるデータは膨大 もはや人による解析・
最適解の抽出は困難 ⇒AI による解析・提案へ

・データ集約先は保険者 （国保中央会）
⇒ 利用者（支払者）目線での AI 解析 厚⽣労働省より



医療・介護ＤＸ：キーワード ・データ集約 （1月31日 全県のヘルスケア責任者に来年度方針示達）

・集約されるデータは膨大 もはや人による解析・
最適解の抽出は困難 ⇒AI による解析・提案へ

・データ集約先は保険者 （国保中央会）
⇒ 利用者（支払者）目線での AI 解析 厚⽣労働省より



第８次医療計画等に関する検討会 2022/12/23
・糖尿病の「発症予防」「糖尿病の治療・重症化予防」「糖尿病合併症の治療・重症化予防」の それぞれのステージに重点をお

いて取組を進めるための医療体制の構築、外来医療の機能の明確化・連携

社会保障審議会 報告書 2022/12/28
・地域医療構想～医療・介護の「水平的連携」を推進し「地域完結型」の医療・介護提供体制を構築
・「かかりつけ医機能」の定義を法定化 ・「地域においては1つの医療機関で全てのかかりつけ医機能を担うのは困難」
・2023/2/27 介護保険被保険者証のマイナンバーカード化方針

・「ときどき入院、ほぼ在宅」入院医療の中で急性期から回復期、慢性期に至る診療体制を構築するだけでは、「治し、支える」

医療やこれと連携した介護を地域で完結して受けられる体制を構築していくことはできない。

中央社会保険医療協議会総会 2023/1/18
・2025 年に向けて地域医療構想の取組を進めるとともに、さらに医療介護総合確保促進会議で「ポスト2025 年の医療・介護提供
体制の姿」がとりまとめられること

・中医協総会において、まずは第８次医療計画、医師の働き方改革、医療DX について、その後、入院、外来、在宅、歯科、調剤、
感染症、個別事項等についてを、４月頃から夏頃までに、広く意見交換を行うこととしてはどうか。

厚生労働省主催会議

・ポスト 2025 年を展望すると、引き続き高齢化が進行する地域もあれば、高齢化がピークを越え、人口が急速に減少する地域も
ある。人口構成の変化やこれに伴う医療・介護需要の動向は、地域によって大きく異なる。これは東京のような大都市圏と中山間
地域や離島の状況とを想起すれば明らかである。医療・介護の確保については、・・・・地域ごとの取組を進めていく必要がある。

少子・超高齢化に適応する持続可能な社会保障制度(＝医療・介護DX)の社会実装を執行

・医療・介護提供体制の改革を進めていくに当たっては、実現が期待される医療・介護提供体制の姿を関係者が共有した上でそこ

から振り返って現在すべきことを考える形（バックキャスト）で具体的に改革を進めていくことが求められる

医療介護総合確保促進会議（医政局長・老健局長の協力を得て保険局長が開催＝医療計画・介護計画の上位指針） 2023/2/16
・基本的方向性：1.「地域完結型」の医療・介護提供体制の構築 2.サービス提供人材の確保と働き方改革

3.限りある資源の効率的かつ効果的な活用 4.デジタル化・データヘルスの推進 5.地域共生社会の実現

・求められる患者・利用者の医療・介護ニーズも変化している。高齢単身世帯が増えるとともに、慢性疾患や複数の疾患を抱える

患者、医療・介護の複合ニーズを有する患者・利用者が増加しており、医療・介護の連携の必要性が高まっている。

・「かかりつけ医機能」 「治し、支える」医療やこれと連携した介護を提供してくれる地域包地域包括ケアシステムの起点

・医療・介護連携を推進する観点から、医療・介護分野で の DX （デジタルトランスフォーメーション）を進め、患者・利用者自

身の医療・介護情報の標準化を進め、デジタル基盤を活用して医療機関・薬局・介護事業所等の間で必要なときに必要な情報を共
有・活用していくことが重要である。



（医療側からの） 新たなパラダイムにおける地域包括ケアシステム
①焦点 旧）（イベント後） 退院調整

新）（イベント前） 「治し、支える」医療により「ときどき入院、ほぼ在宅」を地域で実現

②キーコンテンツ ・「入院」 を 「ときどき」 に留める医療（在宅医療・外来医療）のポイントは 重症化予防（イベント回避）治療

・「治し、支える」医療 のポイントは 院内・外連携 医療機関連携だけでは不十分、薬局・介護事業所・行政とも

・「ほぼ在宅」 のポイントは 医療・介護水平的連携（＝対等関係） 連携を繋ぐデータ共有と連結機能
急性期医療連携 （イベント時の）後方病院連携が無ければ 患者に明日はない →退院調整も必要ない

医療・介護水平的連携 （毎日の）介護が無ければ 高齢在宅療養者に明日は来ない →次回訪問診療も必要ない

③スケジュール

・2024同時改定 （医療・介護連携、一体的提供を規定する）総合確保方針を告示（3/16？）

→総合確保方針に基づき医療計画と介護保険事業計画の基本方針策定（3末？） →各自治体で医療計画・介護保険事業計画策定（9末？）

→自治体策定の各計画を支える診療報酬・介護報酬同時改定が中医協で（ほぼ自動的に？＝診療報酬改定DX）決まる（2023末）
・医療・介護DX 医療DX推進本部（内閣府）にて2025までの工程表を 2023春決定

医療介護総合確保促進会議資料



～新たなパラダイムでJMAPが目指すもの （案）～
・今までの開発ステージにおいて JMAP会員の多くは（地域事情に応じた）各職と
顔の見える関係を築き 各職のデータを突き合わせ・協議する地域システムを
構築してきた（それなくしては重症化予防の地域アウトカムは出せなかった）

・医療・介護DXの一環として （簡易な）疾病管理MAPが全国展開され さらに広
範囲なヘルスケアデータの集積・共有が可能となり、1次トリアージ等にAIのサ
ポートを得ることも期待できる

・JMAPは
①従来の顔の見える関係構築に加え 積極的に医療・介護DXのメリットを追求
し、それぞれの地域事情に適合したハイブリッド型地域包括ケアシステムの構
築を目指す！

②従来の糖尿病性腎症重症化予防の先に フレイル、心イベント等 慢性疾患
重症化予防（イベント予防）の地域包括ケアシステム化を目指す！

③（必ずしも）JMAP方式（トリプルテラピー、100点加算等）でなくとも 各地の重症化
予防の地域包括ケアシステム化（ときどき入院、ほぼ在宅）の取組を支援する！


